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北信州森林組合の概要 

温 泉  

• 長野県の最北端がテリトリー 

• 職員数 52人 

• 管内民有林面積 37,356㏊ 

    内人工林面積：11,698㏊ 

     人工林樹種構成：スギ   63％ 

             カラマツ 32％ 

             その他   5％ 

• 長野県内では中規模の森林組合 
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長 野 県 内 森 林 の 所 有 形 態  

同様の地域が全国的に多く存在 
北 信 州 管 内 の 人 工 林 平 均 面 積 は 0 . 4 ㏊  

小規模分散型の私有林が多い  

私 有 林 の 所 有 面 積 別 割 合  



• 路網整備などのインフラ整備が停滞 

• 機械化などによる生産コスト低減効

果が出にくい 

• マーケットとの連携が難しい 

• そもそも経営として成立していない

林分が大半 

所有規模の問題が森林利活用の足かせ  

小規模森林では  

管理放棄が顕在化  



地域集約による受託管理 

地域単位で集約化   

⇓  

中期計画 

⇓ 

事業実施計画 

⇓ 

年度計画（年間工程） 

 
団地別ロードマップ（中期計画） 

林産事業年間工程 
計画 

実行 

24地区 5,500ha  長期管理委託契約 

36団地 3,750ha  事業委託契約 

北信州森林組合の取り組み  

森林所有者から委託を受け広域一団の集約管理を推進 



森林境界明確化  

• 経営管理の放棄で不明化した森林の所在や境界線を調査 

• 管内民有林のうち6,000ha（2005年からの累計）をデータベース化 

情報インフラ整備（その１）  

北信州森林組合の取り組み  

森林管理の情報資産として地理情報システムで運用  



レーザセンシングによる高精度森林情報を取得  

• 森林資源情報（蓄積量、樹高などの単木情報） 

• 高精度地形情報（数値標高データ、微地形表現図） 

• 人工林の全域を網羅 

情報インフラ整備（その２）  

北信州森林組合の取り組み  
● DSM（数値表層モデル） 
 
● DEM（数値標高モデル） 

地形図や空
中写真では
判読が困難
な地理情報
が一目瞭然 

広域かつ 
高精度に 
森林資源 
情報を 

見える化 



木材情報共有システム 

物流の最適化 

需給マッチング 
＊構築予定 

クラウドで情報共有 

効率化に向けた情報管理  

生産管理 

• 集約管理により生産力が向上 

• ICTを活用した統合管理で生産管理を最適化 

北信州森林組合の取り組み  

• マーケットへの適応 

• 間接コストの低減 



• 森林信託など所有権と経営権の分離を推進 

• プロジェクトベースのサプライチェン構築 

• サプライチェンをベースにしたプロジェクト・ファイナンスの誘導 

• PES（Payment for Ecosystem Service)*として環境林へ移行 

あらたな森林管理スキームへ 

• 受託による集約管理の限界 

• マーケットとの連携の深化 

• ファイナンスの成否がこれからの森林経営のカギ 

• 不採算林分の取り扱い 

 

*PES（Payment for Ecosystem Service)：生態系サービスに対する支払い 

サプライチェンの概念図 



おわりに  

• 集約管理を進めることで、逸失した情報

が回復し、管理基盤の再構築が可能にな

る。さらに、その発展形により、森林資

産の流動化が進展し、潜在化した価値の

掘り起こしができる。 

• 森林経営管理制度が創設され、自治体が

森林管理権の集積を行う動きもあるが、

弱体化した地方林務行政では荷が重く、

手に負えないという自治体も少なくない。 

• 民間（産業）イニシアチブで積極的に集

約管理（経営主体の転換）を進めるべき。 

• 境界明確化などインフラ整備加速のため、

公的資金（森林環境税など）を積極的に

運用すべき。 

レーザデータ解析による森林評価ゾーニング 可能性は大きいが、課題山積であることに変
わりはない。変革には相当な荒療治が必要。 


